
◎ 教えるとは、「希望を語る」こと。学ぶとは、「誠実を胸に刻む」こと。（ルイ・アラゴン） 

                 

  

        も - 
 

 

 

 
 

 

 

Change・Orgというネット署名推進団体を利用する「Divest Japanese Pension Fund from Genocide イスラエルからの投資撤退を求

める市民の会」から個人的に来た署名要請の驚くべき内容を紹介しま

す。 

 日本の年金がパレスチナに住む人の命をおびやかしています。

「イスラエルからの投資撤退を求める市民の会」は、署名を呼びか

け厚生労働省及び委託を受けて年金を運用する独立行政法人、年金

積立金管理運用独立行政法人（以下、GP I F ）に対して以下を求め

ています。（以下原文のまま） 

1. イスラエルの最大手軍需企業であるエルビット・システム

ズ社（2024 年 3 月末時点の保有額 46 億円）と、イスラ

エル軍に装甲ブルドーザーを納品するアメリカのキャタピラー社（同 1621 億円）への投資を即刻引き揚げる

よう委託先を指導・監督すること。 

2. イスラエルが同国の国際法違反の政策・軍事行動を廃止し、パレスチナ人に対する民族浄化を止めるまで、イス

ラエル国債（同 2270 億円）ならびにイスラエルの銀行（同 158 億円）への投資を引き揚げるよう委託先を

指導・監督すること。 

3. 年金積立金の社会的な役割と影響力を鑑み、イスラエル入植地でのビジネスを含むあらゆる国際人道法や国際人

権法に違反するビジネスに投資がなされることがないよう、委託先に明確なガイドラインを提示しその遵守を指

導・カントクスルこと。 

o 日本に住む人の年金がパレスチナ人の虐殺と民族浄化に使われている 

この署名要請の内容によると日本の年金積立金管理運用独立行政法人はイスラエル国債 約2270億円とパレスチナ人 

のジェノサイドに関わる企業の株式 約8800億円を保有しているという驚くべき内容です。 （2024年3月点） 
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日本の年金積立金がパレスチナ人の虐殺企業に投資されている！ 

   「金が儲かれば、何をしても良い」とまで堕落している日本政府にしたのは、私たち主権者 
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 日本の年金を運用するのは厚生労働省の委託を受けた独立行政法人、年金積立金管理運用独立行政法人（以下 GP I F）

です。GPIF は厚労省から預かった年金を投資ファンドへ丸投げして運用させ、レバノン、パレスチナへのジェノサイド

を行うイスラエル政府とそれに加担する企業に対して投資しています。 

 年金は日本に住んでいるだけで国籍に関わらず支払う必要があり、その結果、日本に住むパレスチナ人のお金も勝手に

ジェノサイドに使われています。 

 また、この問題はマスコミ等でも戦争をする国づくり政策が大手を振って歩く中、充分に報道されず国民に真実が伝わ

っていません。厚生労働省と GP I F は会的な役割と影響力を自覚し、国際法にのっとり人々の権利を守る姿勢を打ち出

すべきす。 

 

 イスラエルは 1948 年の建国以前から一貫してパレスチナ人に対し敵視政策をとり続けています。とりわけ、第三次中

東戦争の占領地であるヨルダン川西岸地区、東エルサレム、ガザ地区における入植政策については明確な国際法違反であ

ることが、国連安保理決議や国際司法裁判所（ICJ）の勧告意見によって指摘されています。 

 日本政府も「和平交渉が停滞し、入植活動のような一方的措置が継続していることは遺憾。占領されたパレスチナ地域

における分離壁の建設は関連する国際法規と相容れない。」

と2023年7月にICJに対して陳述しています。 

 しかし、GPIF は国連の決議や勧告的意見、イスラエ

ルの入植政策に対するパレスチナ自治政府の立場を無視

してイスラエルの国債やパレスチナ人のジェノサイドに

加担する企業の株式を保有しています。その投資先には

ガザ地区の子供たちを殺している武器を生産する軍需企

業も含まれます。多くの政党が安保「3 文書」を容認し

大軍拡に加担する流れを止め、日本国憲法で平和を守る

政治の果たすべき役割である思います。 

 

 

 

前頁と下の２表： 年金積立金管理運用独立行政法人 保有全銘柄（2023年度末） 

 

● お詫びとお知らせ ● 

先週のニュース「六文銭」の表題が「六文」だけとなっていまし

た。お詫びします。 

また、今週の「六文銭」はお休みします。 

https://www.gpif.go.jp/
https://www.gpif.go.jp/
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100630324.pdf
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100630324.pdf
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100630324.pdf
https://www.gpif.go.jp/operation/65829801gpif/unyoujoukyou_2023_14.xlsx

